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1.   総合的雇用指標について

雇用動向を総合的には握することを目的として開発された総合的雇用指標,,の最近にいたるまでの指数は
下表のとおりである。総合的雇用指標の内容については,昭和51年および52年の「労働白書」の参考資料
を参照されたい。

第1表 雇用調整指標

第2表 総合雇用指標
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第3表 基幹雇用指標
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2.   製造業新規求人の変動要因について

製造業新規求人の変動要因を分析するため回帰方程式を作成し,次のような結果を得た。

Y=1.52×X1+0.841×X2-0.164×X3-6.89

(2.728) (5.843) (3.188)

R=0.9628 DW=1.299 SE=2.15

計測期間 47年1～3月期～52年10～12月期

Y:製造業新規求人(季調済,単位 万人)

X1:実質国民総支出に占める民間企業設備投資の割合(季調済,単位,%)X2:製造業生産(昭和50年=100,季調
済)の前期比増減率(単位 %)

X3:製造業雇用人員判断(= 「過剰」とする企業の割合―「不足」とする企業の割合(単位 %))資料出所 労
働省「職業安定業務統計」,経済企画庁「国民所得統計」,通産省「通産統計」,日本銀行「主要企業短期経
済観測」
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3.   各機関によるいわゆる「過剰就業」の推計について

「過剰就業」を推計する試みが各方面で行われた。主な推計値および推計方法は次のとおりである。 
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3.   各機関によるいわゆる「過剰就業」の推計について

1)   推計値
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3.   各機関によるいわゆる「過剰就業」の推計について

2)   推計方法
1)   三和銀行

1.過剰就業者数=52年度の就業者数

-52年度の実質国民総生産／52年度の適正労働生産性×52年度の適正労働時間 

2.適正労働生産性は次のように計算する。 

後記の生産関数において,Lに52年度の労働力人口(失業者=O),ρに適正だったと思われる42～46年度平均
の稼動率,hに労働時間のトレンド(34年度から47年度まで)を延長して得られる52年度の値(適正労働時
間),その他の変数に52年度の値を入れた場合の実質国民総生産を算出し,これを52年度の労働力人口と適
正労働時間で除した値を52年度の適正労働生産性とする。

なお,生産関数は次のとおりである。

logY=-11.1+0.368×log(KP.ρ)+0.148×log(L.h)

(4.28)(7.60) (0.862)

＋0.173×logV+3.47×logT

(6.95) (11.4)

R2=0.9996 SE=0.009599 DW=1,64

計測期間 昭和34年度～51年度

Y:実質国民総生産

KP:資本ストック,経済企画庁資料より三和銀行推計

ρ:稼働率(トレンドを除去したもの)

L:就業者数h:労働時間

V:ヴインテージ(設隨の新鋭度を表わす指標)

T:タイムトレンド
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3.   各機関によるいわゆる「過剰就業」の推計について

2)   推計方法
2)   住友銀行

1.過剰就業者数=(1-昭和52年10～12月期の労働生産性／昭和52年10～12月期の潜在労働生産性)

×昭和52年10～12月期の就業者数 

2.労働生産性＝ 実質国民総生産／就業者数×労働時間 

3.潜在労働生産性は次のように推計する。 

労働生産性の伸び率(前々年同期比の年率)について,下降傾向のはじまった43年1～3月期から49年7～9月
期(日本銀行「主要企業短期経済観測」で過剰雇用感の急増する直前)までのトレンド線を求め,このトレ
ンド値を労働生産性の潜在的な伸び率とする。そして主要企業短期経済観測による雇用人員判断の過不
足差の小さかった46年4～6月期から48年1～3月期において,現実の労働生産性と潜在的な労働生産性が一
致していたものと仮定して,48年4～6月期以降について潜在的な伸び率を用いて潜在労働生産性を算出す
る。
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3.   各機関によるいわゆる「過剰就業」の推計について

2)   推計方法
3)   日本経済研究センター計量研究部,日本経済データ開発センター

1.産業別(19産業分類)に過剰就業者数を推計して合計する。 

2.過剰就業者数(1-昭和52年の労働生産性／昭和52年の適正労働生産性)×昭和52年の就業者数,ただ
し,右辺がマイナスになる産業については過剰就業者数はゼロとする。 

3.労働生産性=生産額(昭和45年価格,産業連関表ベース)／就業者数×労働時間 

4.昭和52年の適正労働生産性は,38～51年の労働生産性に直線を,あてはめて52年に延長した値とす
る。 
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4.   雇用人員判断と稼働率の関係について

製造業業種別にみた雇用人員判断と稼働率の関係は次表のとおりである。
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(1)   労働力人口等の国際比較

第1表 生産年齢人口,労働力人口,就業者,失業者の動向
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第2表 産業別就業者の動向
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
1)   失業者は握の方法

日本,アメリカ,西ドイツ3国の失業者は次の方法では握される。なお,英仏両国の方法については割愛する
が,失業者の定義に若干の相違はあるものの,大筋は西ドイツと同じ方法である。
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
2)   失業者の構成

1)   性・年齢別構成

日本では中高年男子,アメリカ,西ドイツでは女子の割合が高く,また若年失業者が多い。

第3表 失業者の性,年齢別構成
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
2)   失業者の構成

2)   失業期間別構成

年齢別に失業期間をみると,日本に比較して,アメリカでは全年齢層で短期間失業者が多い。西ドイツでは
若年層は短期間,その他の年齢層では長期間失業者の割合が高い。

第4表 年齢・失業期間別失業者分布
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
2)   失業者の構成

3)   失業理由別構成

日本は自発的失業者が比較的多い。日本,アメリカ両国とも女子は非労働力からの流入による失業者が多
い。

第5表 性別理由別失業者構成

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和52年 労働経済の分析



  

昭和52年労働経済の分析 参考資料
5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
2)   失業者の構成

4)   収入の有無別構成

失業者の世帯収入の有無別では,日本の方がアメリカより他の世帯員の仕事による収入がある場合が多
い。

第6表 世帯に少なくとも1人の就業者のいる失業者の割合

第7表 日本の失業者の世帯の収入状況

昭和52年 労働経済の分析
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
2)   失業者の構成

5)   非労働力人口

非労働力人口に占める就業希望者の割合は日本がアメリカより高く,特に女子で高い。また就業希望者の
うち,仕事がないと思って求職活動をしていない者の割合も日本で高い。

第8表 非労働力人口中の就業希望者の割合およびそのうち「仕事がない」と思つて求職活動をしない者の

割合

第9表 就業希望の非労働力人口
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5.   国際比較からみた我が国の就業,失業構造について

(2)   失業構造の比較
3)   失業構造の差をもたらす背景

1) 今回不況期における失業者増加の性・年齢別寄与度は次のとおりであり,日本に比べてアメリカ,
西ドイツ両国は男女別には女子で,年齢別には男女ともに25歳未満層の寄与率が高い。

第10表 失業者の性・年齢別増加寄与率

2) 男子についてみると,日本の若年人口は減少し,労働力率も低下しているのに対し,アメリカでは若
年人口が増加し,労働力率もむしろ上昇している。

第11表 年齢別人口,労働力率,労働力人口の動き

昭和52年 労働経済の分析



3) 日本で中高年齢失業者が多いのは,中高年齢人口の増加率が高いことに加えて,高年齢層の労働力
率が高く,しかもアメリカ,西ドイツ両国ほどに非労働力化の動きがみられないからである。

第12表 男子高年齢層労働力率の推移

昭和52年 労働経済の分析



4) 日本で女子の失業者が少ないのは,女子の離職者が非労働力化する傾向が強いことによる。これ
に対し,アメリカでは長期的に女子の労働力率が上昇していて,今回不況期にも上昇が目立った。西
ドイツでは男子の労働力率はかなり低下したが,女子の労働力率はそれほど変化しなかった。

第13表 女子労働力率の変化

5) 失業期間の差

アメリカで若年層を中心に短期間失業者が多く,西ドイツでは中高年齢層に比較的長期間失業者が多
いことについては,労働市場の状況を別とすれば,アメリカでは夏休みを中心に学生のアルバイト希
望者が大量に労働市場に流入すること,比較的短期間に職場に復帰するレイオフ者(1977年の場合,レ
イオフによる失業者の80%は失業期間15週未満)が含まれること, 

西ドイツでは失業保険の受給終了後,受給額は減額されるものの失業扶助が支給されるといった制度上の
差異がある程度影響していると考えられる。

資料出所 日本:総理府統計局「労働力調査」,「同,特別調査」,通産省「通産統計」,労働省「毎月勤労統
計」アメリカ:労働省“Employment and Earnings”,“How the Government Measures
Unemployment(Repot418,1973),商務省“Census of Population”President Committee to Appraise
Employment and Unemployment Statistics“Measuring Employment and Unemployment
1962”,ILO“Year Book of Labour Statistics”
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西ドイツ:労働社会省“Arbeits- und Sozialstatistik”,連邦統計局“Statistisches Jahrbuch”“Wirtschaft-
und Statistik”,ILO“TechnicaI Guide”,雇用促進法
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6.   学卒期の男子労働者の労働力率について

学卒期の男子労働者(15～24歳)の労働力率と進学率との回帰を求めると次のとおりである。

Y1=56.76-0.829×E R=0.9734 DW=1.099 S(E)=1.662

(-15.37)

Y2-94.53-0.429×E R=0.8727 DW=0.578 8(E)=2.026

(-6.522)

Y1 15～19歳の労働力率

Y2 20～24歳の労働力率

E 高等教育への進学率

(計測期間 昭和39～52年)

第1表 学卒期男子労働者の労働力率
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7.   男子高年齢層および女子中年層の労働力率の変動について

労働力人口比率の変動要因を分析するため回帰方程式を作成した。男子の場合は耕地10アール未満の世
帯(または世帯主が雇用者である世帯)の55～64歳および65歳以上層の労働力人口比率について,女子の場
合は世帯主が雇用者である世帯の30～39歳層の労働力人口比率について,それぞれ作成した。その結果は
次のとおりである。

第1表 男子の労働力人口比率

第2表 男子の労働力人口比率
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第3表 女子の労働力人口比率
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8.   雇用規模の大小性および事業所の新旧性による製造業の4部門分類につい

て
(1)   分類の基準

昭和50年「事業所統計」の事業所規模別従業者分布表および事業所開設時期別従業者分布表により,製造
業業種ごとの従業者数に次のように大小性および新旧性の点数を付与し,これを総合したものを従業者数
合計で除して業種別平均得点を算出し,これを製造業平均と比較してA(大),B(小)型,a(新),b(旧)型にふりわ
け,その組み合わせによりAa,Ab,Ba,Bbの4部門に分類した。

Aa;大規模性・新規型産業

Ab;大規模性,在来型産業

Ba;小規模性・新規型産業

Bb;小規模性,在来型産業
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8.   雇用規模の大小性および事業所の新旧性による製造業の4部門分類につい

て
(2)   分類,判定の具体例

例えば鉄鋼業は次のように分類判定される。
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8.   雇用規模の大小性および事業所の新旧性による製造業の4部門分類につい

て
(2)   分類,判定の具体例

1)   雇用規模の大小性

50年「事業所統計」による従業者規模別分布は次のとおりである。

これにより

1×19,980+2×47,146+3×66,741+4×66,697+5×355,959／556,523=4.24

これを製造業平均3.21と比較する。

4.24>3.21

大小性判定 A
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8.   雇用規模の大小性および事業所の新旧性による製造業の4部門分類につい

て
(2)   分類,判定の具体例

2)   事業所の新旧性

50年「事業所統計」による事業所開設時期別分布は次のとおりである。

1×264,002+2×29,786+3×118,246+4×90,490+5×53,694／556,523=2.35

これを製造業平均2.82と比較する。

2.35<2,82

新旧性判定 b

総合判定 Ab(大規模性,在来型)

(3)雇用規模の大小性および事業所の新旧性の判定表
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8.   雇用規模の大小性および事業所の新旧性による製造業の4部門分類につい

て
(4)   応用

このようにして得られた業種分類を「国勢調査」による雇用者の分析その他に応用した。
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9.   賃金格差変動要因の分析について

賃金格差の変動要因を分析するため回帰方程式を作成した。この場合,1)産業大分類別や製造業中分類別
の賃金格差については,賃金水準の変動係数を被説明変数とし,2)製造業規模別の賃金格差については,賃金
上昇率を被説明変数とする賃金関数を作成した。
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9.   賃金格差変動要因の分析について

(1)   産業別,業種別賃金格差

賃金水準の変動係数を付加価値生産性要因と労働市場要因で説明した。その結果は次のとおりである。
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9.   賃金格差変動要因の分析について

(1)   産業別,業種別賃金格差
1)   産業大分類

Wa=0.0277164+0.143993AVa+0.104048LL

(3.506) (4.385)

R=0.9162,DW=1.069,計測期間:昭和35年～51年

(Wa: 現金給与総額の変動係数(サービス業を除く産業大分類))

(AVa:付加価値生産性の変動係数(金融・保険業,サービス業を除く産業大分類))

(LL: 入職率の変動係数(サービス業を除く産業大分類))
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9.   賃金格差変動要因の分析について

(1)   産業別,業種別賃金格差
2)   製造業中分類

Wa=0.163876+0.O307153AVa+0.00277857J

(0.8027) (8.745)

R=0.9159,DW=1.524,計測期間:昭和35年～51年

(Wa: 現金給与総額の変動係数(製造業中分類))

(AVa=付加価値生産性の変動係数(製造業中分類))

(J: 充足率)
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9.   賃金格差変動要因の分析について

(2)   規模別賃金格差

規模別の賃金格差については,製造業の規模ごとに賃金関数を推計し,その要因をみることによって賃金格
差縮小要因をみることにした。規模別賃金関数の計測結果は次のとおりである。

数式

なお,本文の第61図で昭和30年代後半と40年代前半について規模別に各要因の賃金上昇率に対する寄与度
を示しているが,この中での30年代後半とは35年～38年,40年代前半とは39年～45年であり,それぞれ各年
の数値の平均値をとったものである。

第1表 産業別,業種別賃金格差計測基礎データ
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第2表 規模別賃金格差計測基礎データ
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10.   最低賃金と他の経済諸指標との関係について

各都道府県ごとに設定されている地域別最低賃金と都道府県別各種賃金,生産性,消費者物価,労働力需給と
の関連は次のとおりである。
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10.   最低賃金と他の経済諸指標との関係について

(1)   地域別最低賃金と都道府県別各種賃金との関係

昭和51年および52年3月末現在の地域別最低賃金と51年労働省「賃金構造基本統計」 (6月調査)における
都道府県別の各種賃金(所定内給与)との相関係数は次表のとおりである。

第1表 地域別最低賃金と各種賃金(所定内給与)との相関係数
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10.   最低賃金と他の経済諸指標との関係について

(2)   地域別最低賃金および各種賃金の都道府県間変動係数

地域別最低賃金の変動係数は,各種賃金の変動係数より小さく,また縮小傾向にある。

第2表 地域別最低賃金,各都道府県別付加価値生産性,消費者物価および有効求人倍率
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地域別最低賃金(1日当たり)の変動係数 51年3月末現在0.05760 52年3月末現在 0.05322 53年3月末現在
0.05265

第3表 所定内給与(51年6月)の変動係数
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10.   最低賃金と他の経済諸指標との関係について

(3)   地域別最低賃金と各都道府県の付加価値生産性,消費者物価および求人
倍率との関係

一般に賃金決定要因とみられる各種指標と地域別最低賃金との間には次のような関係がみられる。

50年 Y=2.6696×102+3.5115×10-2×V+1.3724×10

(0.6234) (2.698) (3.002)

×cpi+1.8184×102×L

(4.895)

R=0.8148, D.W=1.183, S(E)=62.40

51年 Y=2.4412×102+2.8506×10-2×V+1.5297×10

(0,641) (3.429) (3.877)

×cpi+1.5568×102×L

(5.238)

R=0.8471,D.W=1.594, S(E)=58.05

Y: 51年または52年3月末現在の地域別最低賃金(単位円7日)

V: 50年または51年従業員1人当たり年間付加価値額(単位千円/年)(製造業,規模計ただし51年は30人以上規
模)

cpi:50年または51年消費者物価地域差指数

L: 50年または51年有効求人倍率
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11.   住宅建設に伴う借入金返済の状況について

(1)下記の資料および方法によって住宅建設に伴う借入金返済の状況を試算した。その結果は次表の
とおりである。

(2)試算に当たって用いた資料は次のとおりである。

a建設省「民間住宅建設資金実態調査」,b不動産研究所「全国市街地価格指数」,c建設工業経営研究
会「標準建築費指数」,d住宅金融公庫「住宅敷地価額調査」,e総理府統計局「家計調査」,「貯蓄動
向調査」 

(3)試算の前提条件は次のとおりである。

1)住宅建設費(土地プラス家屋)は上記資料a-dから推計した。土地面積は160m2,住宅面積は
100m2とした。 

2)建設資金の借入依存度はaによる。 

3)借入条件は住宅金融公庫は利率5.5%,期間18年,民間金融機関は利率は都市銀行提携方式,住宅ロー
ン利率,期間20年とした。

4)返済は均等返済で,住宅建設の翌年から返済とする。

昭和52年 労働経済の分析



5)借入金返済負担率=返済金額/名目可処分所得,また返済後実質可処分所得水準とは,借入金返済額
控除後の実質可処分所得を住宅建設年(返済額はゼロ)を100として指数化した。 
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12.   定年退職者数の将来推計について

労働省「賃金構造基本統計」,「雇用管理調査」を用いて定年退職者数の将来推計を行った。推計は規模
別に行ったが,以下では全産業の規模1,000人以上企業における定年退職者数の推計について記述する。推
計方法は以下のとおり。
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12.   定年退職者数の将来推計について

(1)   定年年齢の分布を求める

「雇用管理調査」では,規模5,000人以上,規模1,000～4,999人の企業の定年年齢分布がわかるのでこれを
労働者数ウエイト,で加重平均し,1,000人以上規模企業の定年年齢分布を求める。その際,男女別,職業別定
年実施企業の定年年齢は一律定年制企業の定年年齢と同一とみなし,また,定年年齢不明は比例配分した。
結果は次のとおり。
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12.   定年退職者数の将来推計について

(2)   コーホート,別労働者数の確定

「賃金構造基本統計」 (昭和50年)の50～54歳層の労働者は55年には55～59歳層に移る。同調査によれば
50年の規模10人以上企業における50～54歳の男子労働者数は456,100人である。ここで計算上の仮定と
して,50～54歳の労働者数は各歳毎に均等に分布しているとみなす。すなわち,各年齢に91,220人
(=456,100人/5)が存在する,とする。
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12.   定年退職者数の将来推計について

(3)   定年退職者の発生過程

最初の91,220人のグループ(50年に54歳の人)のうち,1)で示された41.6%が50年から51年にかけて定年に
到達する。また,最初の91,220人のグループのうちの14。3%,および次の91,220人のグループ(50年に53歳
の人)のうちの41.6%が51～52年にかけて定年に到達する。このようなプロセスが進行することにより,50
年時点の当初の456,100人のうちの65.7%が50～54年に定年退職を迎えることとなる。65.7%は次のよう
にして算出した。

41.6%×5年+14.3×4+14.4×3+9.5×2+1.1×1／5=65.7%

同様にして,55～59年に定年退職を迎える人数も算定されることとなる。

また,この人達の平均退職年齢は次のように55.6歳となる。

41.6%×5年×55歳+14.3×4×56+14.4×3×57+9.5×2×58＋1.1×1×59／41.6%×5年
+14.3×4+14.4×3+9.5×2+1.1×1＝55.6歳
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12.   定年退職者数の将来推計について

(4)   死亡による減少の考慮

(3)により,平均定年退職年齢がわかる。他方, 「人口問題研究」 (厚生省人口問題研究所発行)127号(昭和
48年7月)所載の「日本人男子の簡速労働力生命表(昭和45年)」を利用して52歳(50～54歳の平均年齢)か
ら(3)で求めた平均定年退職年齢に達するまでの減少率(死亡率)を求め,これを(3)で求めた定年退職者数に
乗じて,死亡による減少を考慮した定年退職者数を確定する。
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12.   定年退職者数の将来推計について

(5)   その他

(1)～(4)の手続きを「賃金構造基本統計」による5歳刻みの労働者数に適用し,各5カ年毎の定年退職者数を
求める。また,規模別に行い,そのようにして確定した定年退職者数を指数化したのが本文の図である。
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